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STI for SDGsとJST
～国内外の動向

およびJSTの活動～



持続可能な開発目標（SDGs）とは

http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/

「誰も置き去りにしない」
“No one left behind.”

関係者の自発的な対応を重んじてはいるが、2030年までに達成
する時限付の目標であり、柔軟かつ迅速に対応する必要がある。

全ての国の目標
（＝ユニバーサリティ）
17ゴールと169ター
ゲット は、包括的で、互
いに関連している。
達成すべき目標を世界共
通の枠組みとして提示し、
多様な主体の取組をモニ
タリング、評価をしてい
くバックキャスティング
方式。
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SDGsの横断的実現手段としての科学技術イノベーション

• 17 Goals, 169 Targets

• Financing for Development （ファイナンス）
• Science, Technology and Innovation（科学技術イノベーション）
• Institutions/capacity building, trade, partnerships, data

（組織能力、キャパビル、パートナーシップ等）

Vision

Goals

Means of 
Implementation

Follow-up and 
Review

• People
• Planet
• Prosperity
• Peace
• Partnerships

• High Level Political Forum
• Global Indicator Framework

（金平氏(World Bank)作成資料に追記）

（実現手段）
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ESG投資とSDGs 
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• SDGs達成には、年3.9兆ドル程度必要と言わ
れている中で、世界のODA投資は年1.4兆ドル
程度。

• 企業がSDGsを達成することで２０３０年まで
に少なくとも１２兆ドルの経済価値がもたら
され、最大３億８０００万人の雇用が創出さ
れる可能性あり*

• SDGsに関連するビジネスの市場規模は目標ご
とに約70～800兆円（試算）**

SDGs達成に向けて民間企業がビジネスを通じ
て社会課題を解決することが期待される中、
環境、社会、統治ガバナンスの要素を考慮す
る「ESG投資」が拡大。
世界最大の機関投資家であるGPIF（年金積立
金管理運用独立行政法人）が、ESG投資に向
けた指標を選定し、 1兆円規模でESG投資を行
う方針を発表。

～企業の社会的責任（CSR）から
共通価値の創造（CSV）へ～

* ロイター通信：
https://jp.reuters.com/article/davos-survey-
idJPKBN1500IC
**デロイト トーマツ コンサルティング合同会社・企

業活力研究所「社会課題（SDGs等）解決に向けた取り
組みと国際機関・政府・産業界の連携のあり方に関す
る調査研究報告書」



日本の科学技術イノベーション政策とSDGs

第5期科学技術基本計画 The 5th Science and Technology Basic Plan

「大変革時代」を迎え、従来のように技術革新の追求にとどまるのではなく、
ユーザーの多様な要望や共感に応える新しい価値やサービスを創出すること
が求められている。

内閣府資料（http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html等）より

6



2018年6月15日閣議決定 統合イノベーション戦略

http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/tougo_gaiyo.pdf 7



【参考リンク】

外務省プレスリリース（2018年5月1日）
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press4_005963.html

JSTトピックス（2018年5月2日）
https://www.jst.go.jp/report/2018/180502.html

中村道治顧問が国連「10人委員会」メンバーに選出

中村道治顧問

SDGsの達成に向けて科学技術イノベーションがどのように貢
献できるか、政府、自治体、民間、大学・研究機関、NGO等が

連携して実行可能な計画を策定し、確実に実施していくことが
重要です。世界が協力して、人類の歴史に残るような社会変
革を実現するために、国連の活動を支援していきたい。

第3回STIフォーラム（2018年6月5日)
10人委員会メンバーとして挨拶
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国連IATT-STI 10人委員会（2018-2019）のメンバー
As of April 25, 2018

https://sustainabledevelopment.un.org/TFM 9



2018年6月5-6日 国連本部で開催。
国連機関・政府機関（閣僚級を含む）・研究機関・大学・若手起業家・市民団体等から
総勢600名強が参加
共同議長：Dr. Toshiya Hoshino, Deputy Permanent Representative of Japan to 
the UN, and Mr. Juan Sandoval-Mendiolea, Deputy Permanent Representative of 
Mexico to the UN

目的：マルチステークホルダーが集まり、
科学協力やイノベーション、人材育成など
の取組事例を共有することで、開発・SDGs
達成に向けて課題となる技術の壁とその
ギャップを明確にしていくことを目指す。

議論の結果は、7月に開催のHigh Level 
Political Forum (HLPF) に報告予定。

国連 Multi-stakeholder Forum on STI for SDGs in 2018 

岸外務大臣科学技術顧問がSession 6 の
パネリストとして登壇
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JSTとSDGsとの関わり

濵口理事長のSDGsへの積極的イニシアティブ
2016年秋からタスクチーム設置し、STI for SDGsに関する調査分析、
意見交換会等を実施。2018年4月より「持続可能な社会推進室」を設置
し、機構全体で推進。

政策課題解決型ファンディング機関としての親和性

実施中の事業のSDGsとの関連性
（例）地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム SATREPS
（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development）

未来社会創造事業、ALCA、COI 他

JST職員の国連会議への出席と経験の蓄積
2016年、2017年、2018年のSTI forumやHLPF等
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12

STI for SDGsに関する情報発信



JSTにおける低炭素化
への取り組み
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JSTにおける主な低炭素化の取り組み

研究開発の推進

低炭素社会戦略センター

戦略的創造研究推進事業

未来を創る
研究開発戦略を立てる

国際化の推進

先端的低炭素化技術開発

研究成果展開事業
（産学連携・拠点）

国際科学技術共同研究推進事業

戦略的イノベーション
創造プログラム

知を創造し、経済・社会的
価値へ転換する

内閣府関連
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先端的低炭素化技術開発（ALCA）
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Advanced Low CArbon Technology Research and Development Program

出口を強く意識した基礎研究プログラム
⇒ 2030年のCO226%削減に貢献

ゲームチェンジング・テクノロジーの創出に向け、新たな科学
技術の発見・統合を推進

最長10年間の研究開発をサポート

ステージゲート評価システムの採用

温室効果ガス排出の低減を目指す低炭素技術開発に特化した研究
プログラムとして、2010年に発足

特徴：

ALCAのスコープ：
１．産業界からの期待があること
２．産業界ではまだ充分に取り組

めていないこと
３．アカデミアで取り組むことが

期待されていること

事業統括：橋本 和仁
（物質・材料研究機構 理事長）



ALCAの技術領域
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低炭素社会の実現

CO2排出の抑止 CO2排出の低減

蓄エネルギー
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：トップダウン型で実施

：ボトムアップ型で実施



特別重点技術領域：次世代蓄電池（ALCA-SPRING）
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ALCA-Specially Promoted Research for Innovative Next Generation Batteries

次世代蓄電池という明確な出口に向かったトップダウン型プロジェ
クトとして、2013年7月にスタート

マネジメントに関する特徴：

1. チーム型研究の実施
最終的に電池に仕上げるためには、徹底したサイエンスに基
づく基礎研究により各要素技術で優れた特性を出しつつ、そ
れらをバランス良く統合する「チーム型研究」である必要
⇒ チーム全体を取り纏める総合チームリーダーを配置

2. 社会実装に向けた仕組みを構築
文部科学省、経済産業省、JST、NEDO、関連PJの代表などで
構成される「蓄電池ガバニングボード」を設置し、研究成果
の円滑な橋渡しを視野に、両省の研究開発を一体的に運営

運営総括：魚崎 浩平
（物質・材料研究機構 フェロー）


